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序章 はじめに
本稿は、事業所得の事業主が生計を一にする親族に支払う報酬を必要
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（ウ） 法 56 条の立法趣旨
判例は法 56 条の制定当時にさかのぼり以下のように検討した。





















































（） 第一審 平成 15 年月 27 日 東京地裁判決平 14（行ウ）82 号
請求棄却。
















































































































































Aは Bの例示で Bは Aの内容に限定し
て解釈される
（狭義説）

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































） 金子宏『租税法』（弘文堂，第 20版，2015 年）54頁。




と必要経費の特例」税研 123 号（2005 年）31頁。
） 東京地判平・11・28税務訴訟資料 181 号 422頁。清水敬次『税法』（ミネル









して，大阪地判昭 49・12・10 行裁例集 25 巻 12 号 1536 頁，大阪地民判昭
49・12・10 税務訴訟資料 77 号 650頁，法 56 条にいう「生計を一にする」に親
族に当たらないとした事例として，最判昭 51・・18 訟務月報 22巻 6号 1659
































おける規定の趣旨目的の意義」税法学 563 号（2010 年）215頁。















38） 木島裕子「判批」税経通信 58巻 13 号（2003年）201頁。
39） 金子・前掲注（）286頁。増田・前掲注（60）頁参照。
40） 占部・喜多・前掲注（33）216 頁，久乗・前掲注（50）90 頁，外間克巳「判


















54） 内閣府男女共同参画局 HP，平成 28年度版男女共同参画白書（概要版）http://
www.gender.go. jp/about_danjo/whitepaper/h28/gaiyou/html/honpen/b1_s03.
html，平成 28年 12月 15日取得。
55） 朝倉・前掲注（86）27頁。
56） 朝倉・前掲注（86）27頁表に筆者が加筆作成。平成 28年 12月 31 日のデータ
は日本税理士会連合会に問い合わせたもの（平成 29年月日）。
57） 弁護士白書 2015 年版より筆者作成。
58） 厚生労働省 HP H26 年度医師・歯科医師・薬剤師調査の概要 統計表より筆
者作成。http: //www.mhlw. go. jp/toukei/saikin/hw/ishi/14/dl/toukeihyo. pdf
（平成 28年 12月 16日取得）
59） 国税庁 HP，法務省HP，厚生労働省HPより筆者作成。
60） 内閣府男女共同参画局 HP，平成 28年度版男女共同参画白書（概要版）http://
www.gender.go. jp/about_danjo/whitepaper/h28/gaiyou/html/honpen/b1_s06.
html，平成 28年 12月 15日取得。
61） 日本政策金融公庫総合研究所 HP「2016 年度新規開業実態調査」参照。https:
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//www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/topics_161222_1.pdf（平成 28 年 12 月 23 日取
得）
62） 日本政策金融公庫総合研究所 HP「2016 年度新規開業実態調査」参照。https:
//www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/topics_161222_1.pdf（平成 28 年 12 月 23 日取
得）
63） 日本政策金融公庫総合研究所 HP「2016 年度新規開業実態調査」頁参照。
https://www.jfc.go.jp/n/findings/pdf/topics_161222_1.pdf（平成 28 年 12 月 23
日取得）
64） 日本政策金融公庫総合研究所 HP「2016 年度新規開業実態調査」頁「図-2 性
別」を用い筆者作成。https: //www. jfc.go. jp/n/findings/pdf/topics_161222_1.
pdf（平成 28年 12月 23 日取得）
65） 労働力調査「用語の解説」参照。http://www.stat.go.jp/data/roudou/definit.







stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid = 000000110009&cycode = 0（平成 28 年 12 月
20日取得）
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